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(57)【要約】
【課題】不純物の混入がなく、製造時に熱衝撃がなく、
均一な組織、例えば均一な組織の金属間化合物、あるい
は合金とするに充分な溶融時間を確保することができる
ようにする。
【解決手段】密閉容器の内部または外部に配置された光
源を有し、該光源からの光で金属素材に集中して光加熱
を行う光加熱部分を形成して、光加熱で金属素材を溶融
させ、該溶融した金属を隣接する溶融金属保持部分で回
転保持し、非接触で、重力によって金属粒子として滴下
する大きさになるまで保持を継続し、滴下する金属粒子
で溶融粒子状体を形成する光加熱溶融滴下手段が用いら
れる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　密閉容器と、該密閉容器に供給されるワイヤあるいは細長状ロッド状の金属素材を加熱
して溶融させる加熱装置とを備えた金属粒子製造装置において、
　金属素材を回転しながら前記密封容器に供給する金属素材供給装置を備え、
　前記密閉容器内は真空状態もしくは不活性ガス雰囲気とされ、
　前記密閉容器の内部または外部に配置された光源を有し、該光源からの光で前記金属素
材に集中して光加熱を行う光加熱部分を形成して、光加熱で金属素材を溶融させ、該溶融
した金属を隣接する溶融金属保持部分で回転保持して溶融金属の均一化を行い、非接触で
、重力によって金属粒子として滴下する大きさになるまで保持を継続し、滴下する金属粒
子で溶融粒子状体を形成する光加熱溶融滴下手段を備えて構成されること
　を特徴とする金属粒子製造装置。
【請求項２】
　請求項１において、前記光加熱溶融滴下手段が、金属素材の溶融温度を制御する加熱制
御手段を備えることを特徴とする金属粒子製造装置。
【請求項３】
　請求項１または２において、前記加熱溶融滴下手段は、ランプと該ランプから発せられ
た光を集光する集光ミラーとから、もしくはレーザ光源によって構成されることを特徴と
する金属粒子製造装置。
【請求項４】
　請求項１から３のいずれかにおいて、滴下する金属粒子を落下中に冷却する金属粒子冷
却部および該金属粒子冷却部に接続された金属粒子集積部を備え、前記金属粒子冷却部は
、その内部は傾斜して落下する金属粒子を衝突する傾斜部を有して形成されることを特徴
とする金属粒子製造装置。
【請求項５】
　密閉容器と、該密閉容器に供給されるワイヤあるいは細長状ロッド状の金属素材を加熱
して溶融滴下させる加熱装置とを備えた金属粒子製造装置による金属粒子製造方法におい
て、
　金属素材供給装置によって、金属素材を前記密封容器に供給し、前記密閉容器内を真空
状態もしくは不活性ガス雰囲気となし、前記密閉容器の内部または外部に、配置された光
源からの光で前記金属素材を光加熱し、非接触で、粒子状に溶融して滴下する光加熱溶融
滴下手段を用い、該光加熱溶融滴下手段による光加熱によって、前記金属素材に集中して
光加熱を行う光加熱部分を形成して、光加熱で金属素材を溶融させ、該溶融した金属を集
中した光加熱のなされない隣接する溶融金属保持部分で回転保持して溶融金属を均一化し
、溶融した金属が非接触で、重力で滴下するに充分な大きさになるまで保持を継続するよ
うにしたこと
　を特徴とする金属粒子製造方法。
【請求項６】
　請求項５において、前記金属素材を、金属元素単体、合金もしくは異種金属元素で同径
または異径の素材が組合わされた組み合わせ体で構成し、または前記金属素材を、同一金
属素材の粉体か、もしくは異なる金属元素の粉体を所定の組成割合、化学量論比で混合し
、加熱状態で加圧圧縮あるいは焼結してロッド状に成形、もしくは成形したロッドを所定
の形状に切り出し加工した加工体で構成し、前記密閉容器内に連続的または断続的に供給
することを特徴とする金属粒子製造方法。
【請求項７】
　請求項５において、前記光過熱溶融滴下手段による光加熱制御によって、粒子状に溶融
滴下する金属粒子の径を制御し、以って製造された金属粒子の径を調整するようにしたこ
とを特徴とする金属粒子製造方法。
【請求項８】
　請求項５から７のいずれかの金属粒子製造方法に製造されたことを特徴とする金属粒子
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、金属粒子製造装置、金属粒子製造方法およびこの方法によって製造された金
属粒子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　金属粒子を製造する従来技術としては回転電極法がある。この方法は回転させた円柱状
の金属素材電極をアーク放電によって溶融し、飛散させて金属粒子を製造するものである
。
【０００３】
　金属粒子を製造する他の従来技術としては溶融滴下法がある。この方法はるつぼ中で溶
融した金属をノズルから滴下させて金属粒子を製造するものである。
【０００４】
　金属粒子を製造する他の従来技術としては成形造粒方法がある。この方法は金型の圧縮
成形によって金属粒子を製造するものである。
【０００５】
　金属粒子を製造する他の従来技術としては誘導加熱による溶融方法がある。この方法は
誘導加熱用コイルによって金属を一方向に除々に溶融させて金属粒子を製造するものであ
る。
【０００６】
　特許文献１には、複合ワイヤを供給し、レーザビームで溶融し、不活性ガスを噴射して
粉体を形成、金属間化合物を固化させるチタン－アルミニウム金属間化合物の粉体形成方
法が記載されている。
【０００７】
　特許文献２には、レーザ光線をパラボラミラーで収れんし、レーザ光線の焦点に向けて
、上記ミラーに設けた穴からワイヤを送給するとともに、ワイヤと同軸にガスを流し、レ
ーザ光線で溶融した上記のワイヤの先端部を上記ガスによって吹きとばすことによって、
上記ワイヤの溶融部を微粒化するレーザによる微粉末の製造装置が記載されている。
【０００８】
　特許文献３には、レーザ光線による微粉末の製造方法が記載されている。
【０００９】
　特許文献４には、２種類以上の直径５ｍｍ以下の金属細線を目的組成の重量比に束ね、
一体化して直径１０ｍｍ以上の複合棒材とし、この複合棒材を不活性ガス雰囲気中におい
てその軸を中心に１０００ｒｐｍ以上で回転させながら、該複合棒材の一端を電子ビーム
の照射により加熱溶融するか、又は該一端と対向した電極との間のアーク放電によるアー
ク熱により溶融させ、粒子として飛散させることを特徴とする金属間化合物粉末の製造方
法が記載されている。
【００１０】
【特許文献１】特開平１０－１７６７号公報
【特許文献２】特開昭６２－１７７１０７号公報
【特許文献３】特開平３－１３５１０号公報
【特許文献４】特開平１－２２２００２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　核融合炉ブランケットにおける中性子増倍材料、あるいは航空・宇宙・自動車などの軽
量耐熱材料として用いられる金属粒子には、不純物の混入のない金属粒子であって、製作
された金属粒子が金属間化合物あるいは合金で形成され、製造時の熱衝撃が小さいことに
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よって均一状の組織を呈する金属粒子が求められる場合がある。しかも、これらの金属粒
子の製造に当っては始発金属素材調整が容易であって量産性のあることが求められる。
【００１２】
　従来法の回転電極法による金属粒子製造にあっては、ロッド状電極が必要とされ、この
電極に金属間化合物を使用しようとする場合、電極製作が困難であるという問題がある。
また、アーク放電で溶融させるために、熱衝撃が大きいという問題がある。従来法の溶融
滴下法による金属粒子製造にあっては、るつぼで溶融した金属をノズルから滴下させるた
め、融点の高い金属間化合物のような材料を製造する場合、るつぼ材料との反応により不
純物が混入されることになる。
【００１３】
　従来法の成形造粒方法による金属粒子製造にあっては、始発金属材料として合金粉末を
製造することが必要であり、また製造された金属粒子の均一性に問題がある。
【００１４】
　従来法の誘導加熱による溶融方法による金属粒子製造にあっては、浮遊帯溶融法として
の利点としての非接触であるために不純物混入が生じないという利点があるが、温度勾配
が付けにくく、加熱部分が広くなって加熱調整が困難であり、均一な金属間化合物あるい
は合金を製造するには難があった。
【００１５】
　更に、特許文献１に示される製造装置にあっては、レーザビームを使用しているが、微
粉末を製造するものであるので、不活性ガスを噴射して粉体を形成しており、均一化され
た組織の金属粒子を製造するには困難である。
【００１６】
　本発明は、かかる点に鑑みて不純物の混入がなく、製造時に熱衝撃がなく、均一な組織
、例えば均一な組織の金属間化合物、あるいは合金とするに充分な溶融温度と溶融時間を
確保することができ、しかも始発金属素材調整が容易で量産性に適した金属粒子製造装置
、金属粒子製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　本発明は、密閉容器と、該密閉容器に供給されるワイヤあるいは細長状ロッド状の金属
素材を加熱して溶融させる加熱装置とを備えた金属粒子製造装置において、
　金属素材を回転しながら前記密封容器に供給する金属素材供給装置を備え、
　前記密閉容器内は真空状態もしくは不活性ガス雰囲気とされ、
　前記密閉容器の内部または外部に配置された光源を有し、該光源からの光で前記金属素
材に集中して光加熱を行う光加熱部分を形成して、光加熱で金属素材を溶融させ、該溶融
した金属を隣接する溶融金属保持部分で回転保持して溶融金属の均一化を行い、非接触で
、重力によって金属粒子として滴下する大きさになるまで保持を継続し、滴下する金属粒
子で溶融粒子状体を形成する光加熱溶融滴下手段を備えて構成されること
　を特徴とする金属粒子製造装置を提供する。
【００１８】
　本発明は、また、前記光加熱溶融滴下手段が、金属素材の溶融温度を制御する加熱制御
手段を備えることを特徴とする金属粒子製造装置を提供する。
【００１９】
　本発明は、また、前記加熱溶融滴下手段は、ランプと該ランプから発せられた光を集光
する集光ミラーとから、もしくはレーザ光源によって構成されることを特徴とする金属粒
子製造装置を提供する。
【００２０】
　本発明は、また、前記滴下する金属粒子を落下中に冷却する金属粒子冷却部および該金
属粒子冷却部に接続された金属粒子集積部を備え、前記金属粒子冷却部は、その内部は傾
斜して落下する金属粒子を衝突する傾斜部を有して形成されることを特徴とする金属粒子
製造装置を提供する。
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【００２１】
　本発明は、密閉容器と、該密閉容器に供給されるワイヤあるいは細長状ロッド状の金属
素材を加熱して溶融滴下させる加熱装置とを備えた金属粒子製造装置による金属粒子製造
方法において、
　金属素材供給装置によって、金属素材を前記密封容器に供給し、前記密閉容器内を真空
状態もしくは不活性ガス雰囲気となし、前記密閉容器の内部または外部に、配置された光
源からの光で前記金属素材を光加熱し、非接触で、粒子状に溶融して滴下する光加熱溶融
滴下手段を用い、該光加熱溶融滴下手段による光加熱によって、前記金属素材に集中して
光加熱を行う光加熱部分を形成して、光加熱で金属素材を溶融させ、該溶融した金属を集
中した光加熱のなされない隣接する溶融金属保持部分で回転保持して溶融金属を均一化し
、溶融した金属が非接触で、重力で滴下するに充分な大きさになるまで保持を継続するよ
うにしたこと
　を特徴とする金属粒子製造方法を提供する。
【００２２】
　本発明は、また、前記金属素材を、金属元素単体、合金もしくは異種の金属元素が組合
わされた組み合わせ体で構成し、または前記金属素材を、同一金属素材の粉体か、もしく
は異なる金属元素の粉体を所定の組成割合、化学量論比で混合し、加熱状態で加圧圧縮あ
るいは焼結してロッド状に成形、もしくは成形したロッドを所定の形状に切り出し加工し
た加工体で構成し、前記密閉容器内に連続的または断続的に供給することを特徴とする金
属粒子製造方法を提供する。
【００２３】
　本発明は、また、前記金属素材を、異なる金属元素のワイヤを縒り合わせた構造に形成
し、この際に金属元素のワイヤを融点の低い金属元素は太く、融点の高い金属元素は細く
することで、融点の違いによる溶融状態の違いを調整するようにしたことを特徴とする金
属粒子製造方法を提供する。
【００２４】
　本発明は、また、前記光過熱溶融滴下手段による光加熱制御によって、粒子状に溶融滴
下する金属粒子の径を制御し、以って製造された金属粒子の径を調整するようにしたこと
を特徴とする金属粒子製造方法を提供する。
【００２５】
　本発明は、また、前記いずれかの金属粒子製造方法に製造されたことを特徴とする金属
粒子を特徴とする。
【発明の効果】
【００２６】
　本発明は、上記したように金属素材に集中して光加熱部分を形成して、光加熱で金属素
材を溶融させ、該溶融した金属を隣接する溶融金属保持部分で回転保持して溶融金属の加
熱温度を均一化し、非接触で、重力によって金属粒子として滴下する大きさになるまで保
持を継続するようにしているので、溶融した金属に不純物の混入がなく、光集中加熱のた
めの熱衝撃がなく、均一な組織例えば均一な組織の金属間化合物、あるいは合金とするに
充分な溶融温度と溶融時間を保持確保することができる。
【００２７】
　しかも、上述したような溶融温度と溶融時間の保持確保を行うことができるために始発
金属素材としてワイヤあるいは細長状のロッドを供給すれば済み、始発素材調整が容易で
量産性に適した金属粒子製造装置あるいは金属粒子製造方法を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２８】
　以下、本発明の１実施例を図面に基づいて説明する。
【００２９】
　図１は、本発明の実施例の金属粒子製造装置の構成を示す。図１において、金属粒子製
造装置１００は密封容器としての、かつ他の密封容器が接続可能なガラス管２、ガラス管
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２に外部で近接配置されたランプ３、ランプ３の周囲に形成された集光ミラー４から構成
される。ガラス管２の上端には貫通孔２９が形成され、該貫通孔２９から金属素材１がガ
ラス管２の内部へと供給される。金属素材１は金属素材をゆっくりと回転させる金属素材
供給装置（図示せず）によってゆっくりと回転させられる。そして、金属素材１は当該供
給装置によって、連続して、もしくは断続的に供給される。ここで、ゆっくりと金属素材
を回転させることは、後述する金属粒子の組織の均一化に有効に作用することになる。
【００３０】
　集光ミラー４は、傾き装置（図示せず）によって傾きが調整できるように構成されてい
る。ランプ３から発せられた光は集光ミラー４で集光され、加熱光５となって、予め定め
られた個所に照射される。この照射個所に加熱範囲が設定される。上部から供給された金
属素材１は、この加熱範囲に到達して集中した光によって光加熱がなされる。このように
して、ランプ集光加熱手段１０が形成される。
【００３１】
　ガラス管２の内部は、真空状態もしくは不活性ガス雰囲気とされる。不活性ガスを用い
る場合、不活性ガスがゆっくりと流れるようにしてもよい。ゆっくりとは、後述する金属
粒子の滴下に影響を与えない程度という意味である。
【００３２】
　図１に示す例では、ランプ３および集光ミラー４をガラス管２の外部に設けているが、
ガラス管２の一部を拡大するなりして内部に設けるようにしてもよい。また、この例では
透明なガラス管２を開いて、視覚によって溶融状態を確認できるようにしているが、他の
手段によって溶融状態を確認するようにして、他の部材、ただし溶出の生じない材料で構
成するようにしてもよい。
　金属素材１は集中した光による光加熱によって溶融し、非接触で、噴射ガスを用いるこ
となく重力によって金属粒子として滴下するに充分な大きさに成長する金属粒子となる。
金属粒子として滴下するに充分な大きさに成長した金属粒子は噴射ガスの力を借りること
なく重力で滴下、すなわち落下するに至る。
【００３３】
　このように、ランプ集光加熱手段１０を用いて、集光加熱調整を行うようにして光加熱
溶融滴下手段１１が形成される。
【００３４】
　図２は、この光加熱溶融滴下手段１１の機能および作用を示す。
　図２において、金属素材１には、光端部に光加熱部分１２とこれに隣接して溶融した金
属で形成される溶融金属保持部分１３とが形成される。光加熱部分１２は光による光集中
加熱によって金属素材１の光端部が溶融した部分である。光集中加熱のよって溶融した金
属は非接触で、他の手段の力を借りることなく、非接触で、溶融した状態で隣接する溶融
金属保持部分によって滴下することなく保持される。この保持によって加熱温度、すなわ
ち溶融温度の均一化が十分に図られるこの保持は、他の何等の手段に対して非接触で、重
力によって金属粒子として滴下するに充分な大きさ（重さ）になるまで継続される。この
滴下に当っては他の手段、例えば噴射ガスによる噴射による補助を必要としないし、設け
ない方が望ましい。光集中加熱による温度調整によって保持時間および保持時間に依存し
た金属粒子の大きさが設定される。いずれにしても、溶融した金属を隣接した溶融部分に
よる保持力によって予め定めた時間を保持するようにすることが重要であり、この溶融状
態の保持維持によって金属は組織が回転状態で均一化され、例えば均一化された金属間化
合物、合金の生成がなされる。
【００３５】
　このように、密封容器の内部または外部に配置された光源を有し、この光源からの光で
供給された金属素材１に集中して光加熱を行う光加熱部分を形成して、光加熱で金属素材
を溶融させ、この溶融した金属を集中した光加熱のなされない隣接する溶融金属保持部分
でその保持力で保持し、非接触で、噴射ガスを用いることなく重力によって金属粒子を滴
下するに充分な大きさになるので回転保持を継続し、以って組織の均一化を図るようにし
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た光加熱溶融滴下手段１１が構成される。
【００３６】
　そして、この光加熱溶融滴下手段１１を用いて、光加熱調整によって、溶融した金属を
金属素材１の光端部に上述した保持力によって保持し、保持継続することを行い、組織の
均一化を行い、組織が均一化された状態で滴下する金属粒子の大きさを調整し、所期の大
きさの金属粒子を落下させ、固化させて所望の大きさの金属粒子を形成する。
【００３７】
　本実施例において、所望の大きさの金属粒子とは０．２～５ｍｍ程度であり、使用目的
に対応して望ましくは０．２～０．５ｍｍあるいは１～３ｍｍとされる。
【００３８】
　本実施例にあっては紛体あるいは微粒子を形成することを目的とするものではないので
、生成した溶融金属を噴射ガスであるいは、他の手段によって生成直後に金属素材から分
離することは行わない。
【００３９】
　図３は、他の例を示す。図１，図２に示す例と基本的に同じであり、同一の構成につい
ては同一の数字が付してある。先の例と異なる点は、ランプ集光加熱手段１０に代えてレ
ーザ加熱手段１０´が用いられていることにある。レーザ加熱手段１０´は、レーザ光源
３Ａを備え、加熱光５が生成される。
【００４０】
　この例によっても密閉容器の内部または外部に、配置された光源を有し、該光源からの
光で金属素材に集中して光加熱を行う光加熱部分を形成して、光加熱で金属素材を溶融さ
せ、該溶融した金属を隣接する溶融金属保持部分で保持し、溶融金属部分の加熱温度の均
一化を行い、非接触で、重力によって金属粒子として滴下する大きさになるまで保持を継
続し、滴下する金属粒子で溶融粒子状体を形成する光加熱溶融滴下手段１１が構成される
。
【００４１】
　図４に示す例は、図１および図２に示す例を用いて、ガラス管２の下部に他の密封容器
として金属粒子収集部２１を接続したものである。金属粒子収集部２１は金属粒子冷却部
２２および金属粒子集積部２３から構成される。金属粒子冷却部２２はガラス管２の下部
に接続され、一方方向（図では左方向）に曲げられ、傾斜する構造とされこの間で滴下し
た金属粒子６の冷却がなされる。そして、金属粒子６の落下部分が衝撃を低減さるように
傾斜して構成される。この落下部分に衝突して速度が落ちた金属粒子６は金属粒子集積部
２３で製品としての金属粒子２４として回収される。
【００４２】
　以上のように、本実施例による光学的加熱浮遊帯溶融装置および方法が構成される。供
給すれる金属素材１としてワイヤや細長状のロッドを用いることができ、量産性を高める
ことができる。金属粒子の組織の均一化および粒子径制御は、金属素材供給速度に対応し
た加熱温度に依存した光学的加熱条件および金属素材の形状によってなされるが、金属素
材の形状、供給速度を一定とした場合には加熱温度に依存して制御される。
【００４３】
　そして、この加熱温度に対応して光加熱部分１２としての保持継続時間が決定される。
供給されるワイヤあるいは細長状ロッド状の金属素材１として、金属元素単独のもの、合
金、もしくは所望の金属粒子組成割合となるよう異種の金属元素を組み合わせて加工した
ものも用いることができる。
【００４４】
　図５は、使用される金属素材を示す。図５（ａ）は金属元素単独で構成された金属素材
３１を示す。
【００４５】
　図５（ｂ）は２種の金属元素からなる同径の金属素材３２，３３を組み合わせて１つの
金属素材３４とした例を示す。図５（ｃ）は２種の金属元素からなる異径の金属素材３５
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，３６を組み合わせて、中央部に金属素材３６を配置した金属素材３７を示す。図５（ｄ
）は金属元素粒子を成形して構成した金属素材３８を示す。
【００４６】
　本実施例にあってはこれらの金属素材を使用し得るが、これらの金属素材に限定されな
い。
【００４７】
　金属素材が、所望の金属粒子組成割合となるよう異なる金属元素のワイヤを縒り合わせ
た構造であって、金属元素のワイヤを相対的に融点の低い金属元素は太く、融点の高い金
属元素は細くすることで、融点の違いによる溶融状態の違いを調整可能なようにしてもよ
い。
【００４８】
　また、金属素材が、金属元素粒子単体、合金粒子、もしくは所望の金属粒子組成割合と
なるよう異種の金属元素粒子を組み合わせてワイヤや、ロッド状に加工するようにしても
よい。
【００４９】
　すなわち、金属素材を金属元素単体、合金もしくは異種の金属元素が組み合わされた組
み合わせ体で、または金属素材を、同一金属素材の粉体か、もしくは異なる金属元素の粉
体を所望の組成・割合・化学量論比で所望の組成割合・化学量論比となるように混合し、
加熱状態で加圧圧縮あるいは焼結してロッド状に成形、もしくは成形したロッドを所定の
形状に切り出し加工した加工体で構成することができる。
【００５０】
　上述の例では、ＡｌＴｉの金属粒子の製造手段、方法を示したが、本実施例によれば、
Ａｌ系金属間化合物（アルミナイド）ではＡｌＦｅ、Ａ１３Ｎｂ、Ａ１３Ｎｉ２、ＡｌＮ
ｉ、ＡｌＺｒ３等、Ｓｉ系金属間化合物（シリサイド）ではＳＩ２Ｃｒ、Ｓｉ２Ｍｏ、Ｓ
ｉ２Ｎｂ、Ｓｉ２Ｔａ、Ｓｉ２Ｔｉ等、他にＮｉＴｉ、ＮｉＳｎ、Ｎｉ７Ｚｒ２について
適用することができる。
【００５１】
　また、Ｂｅ系金属間化合物（ベリライド）では、Ｂｅ１２Ｔｉ、Ｂｅ１７Ｔｉ２、Ｂｅ
３Ｔｉ、Ｂｅ２Ｔｉ、Ｂｅ１２Ｖ、Ｂｅ２Ｖ、Ｂｅ１２Ｃｒ、Ｂｅ２Ｃｒ、Ｂｅ１２Ｍｎ
、Ｂｅ１３Ｂａ、Ｂｅ１２Ｆｅ、Ｂｅ１１Ｆｅ、Ｂｅ７Ｆｅ、Ｂｅ２２Ｎｉ４、Ｂｅ２１
Ｎｉ５、ＢｅＮｉ３、Ｂｅ１３Ｚｒ、Ｂｅ１７Ｚｒ２、Ｂｅ５Ｚｒ、Ｂｅ２７ｒ、Ｂｅ１
２Ｎｂ、Ｂｅ１７Ｎｂ２、Ｂｅ３Ｎｂ、Ｂｅ２Ｎｂ、Ｂｅ２Ｎｂ３、Ｂｅ１２Ｔａ、Ｂｅ
１７Ｔａ２、Ｂｅ３Ｔａ、Ｂｅ２Ｔａ、Ｂｅ２Ｔａ３、ＢｅＴａ２、Ｂｅ２２Ｍｏ、Ｂｅ
１２Ｍｏ、Ｂｗ２Ｍｏ、ＢｅＭｏ３、Ｂｅ２２Ｗ、Ｂｅ１２Ｗ、Ｂｅ２Ｗ、Ｂｅ１３Ｙに
ついて適用することができる。
【００５２】
　また、本法を用いることにより、２元系を含め、３元系以上の合金の合成が可能である
。
【実施例１】
【００５３】
　φ２ｍｍのＡｌＴｉ（Ａｌ／Ｔｉ=３５／６５重量%）合金ワイヤを金属素材として用い
、Ａｒガス流量２０ｓｃｃｍ、ロッド回転数２０ｒｐｍで回転させながら、光源にハロゲ
ンランプを使用して金属素材を昇温速度１００℃／ｍｉｎにて１６００℃まで加熱し溶融
滴下させ、温度１６００℃一定に保つようにランプ出力を調整しながら１０ｍｍ／ｍｉｎ
の速度で金属素材を加熱部分に連続的に供給し、この温度で溶融金属を所定の時間回転保
持し、非接触で、噴射ガスを用いることなく自己の重力で溶融滴下させ、平均粒子径３ｍ
ｍの金属粒子を作製した。図６は金属素材、図７は作製した金属粒子の２θ／θスキャン
X線回折（ＸＲＤ）結果であり、ＡｌＴｉ金属素材がそのままの構造で、金属粒子となっ
ていることを示す。図８には作製したペブルの写真を示す。
【実施例２】
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【００５４】
　φ０．５ｍｍのＡｌワイヤ（純度９９．９％以上）と、φ０．５ｍｍのＴｉワイヤ（純
度９９．９％以上）を使用し、各ワイヤを8本ずつ縒り合わせた金属素材（Ａｌ／Ｔｉ＝
３７．５／６２．５重量％）を用い、Ａｒガス流量２０ｓｃｃｍ、ロッド回転数２０ｒｐ
ｍ、ハロゲンランプを使用して金属素材を昇温速度１００℃／ｍｉｎにて１２００℃まで
加熱後、初期の低融点元素であるＡｌのみの溶融滴下を防ぐために５分間、温度保持後に
、１８００℃まで加熱して、金属素材を溶融滴下させ、その後、温度１８００℃一定に保
つようにランプ出力を調整しながら１ｍｍ／ｍｉｎの速度で金属素材を加熱部分に連続的
に供給し、この温度で溶融金属を所定の時間回転保持し、非接触で、噴射ガスを用いるこ
となく自己の重力で溶融滴下させ、図８と同様な平均粒子径３ｍｍの金属粒子を得た。図
９は、作製したペブルのX線回折結果であり、ＡｌＴｉ合金ワイヤを用いた場合の図７と
同様であり、実施例１と同様な金属粒子が出来ていることを示す。金属粒子断面を３００
０倍に拡大した場合の走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）写真と、エネルギー分散型X線分析（
ＥＤＸ）による面分析の結果（ＡｌとＴｉの元素分布）を図１０（図１０（ａ）はＳＥＭ
写真、図１０（ｂ）はＥＤＸ－Ａｌ元素分布、図１０（ｃ）はＥＤＸ－Ｔｉ元素分布）に
、そして、EDX面分析で同定された元素のピークプロファイルと、その結果から求めたＡ
ｌとＴｉの存在比を図１１に示す。これらの結果から、Ａｌ及びＴｉの元素分布に偏析等
は認められず、均一に溶解された化合物の粒子が出来ていることが示された。
【実施例３】
【００５５】
　φ２ｍｍのＴｉワイヤ（純度９９．９％以上）を金属素材として使用し、実施例１と同
様な条件にて１８００℃まで加熱し、溶融滴下させ、その後、温度１８００℃一定に保つ
ようにランプ出力を調整しながら１０ｍｍ／ｍｉｎの速度で金属素材を加熱部分に連続的
に供給し、この温度で溶融金属を所定の時間回転保持し、非接触で、噴射ガスを用いるこ
となく図１２に示すＴｉ金属粒子写真のような平均粒子径３ｍｍの組織が均一化された金
属粒子を得た。図１３，１４は、Ｔｉワイヤ金属素材と、作製したペブルのＸ線回折結果
であるが、同様なピークとなりＴｉワイヤ金属素材と同様な金属粒子が出来ていることを
示す。
【００５６】
　図１５は、本発明の実施例のフロ－を示す。
金属素材に集中した光加熱を行い、光加熱部分の形成を行う（Ｓ１）。光加熱で金属素材
を溶融させ（Ｓ２）、この時に隣接する溶融金属保持部分で溶融金属を保持する（Ｓ３）
。溶融金属の加熱温度、すなわち溶融温度の均一化を図る（Ｓ４）。ついで、非接触で、
噴射ガスを用いることなく金属粒子として重力で滴下するに充分な大きさまで保持継続す
る（Ｓ５）。生成した金属粒子を非接触で、噴射ガスを用いることなく重力で滴下させ（
Ｓ６）、冷却して（Ｓ７）、溶融粒子状体を形成し（Ｓ８）、回収する（Ｓ９）。
【００５７】
　本実施例によれば、るつぼ等の溶融容器を用いない浮遊帯溶融法を用いるため、金属粒
子製造時に溶融容器などからの不純物混入を防ぐことができ、かつ、溶融雰囲気も制御で
きることから、高純度の均一化された組織の金属粒子の製造が可能であり、また、溶融時
に外部から観察も可能なため、溶融状態制御も容易となる。特に金属間化合物粒子のよう
な耐熱性粒子を作製する場合でも、調整が難しい合金化した金属素材だけでなく、必要と
する金属粒子組成比となる様に金属元素のワイヤ等を縒り合わせた金属素材や、金属元素
の粒子を成形した金属素材を用いることが可能になるため、量産性の高い製造方法を提供
できる。
【図面の簡単な説明】
【００５８】
【図１】本発明の実施例の構成を示す図。
【図２】本発明の実施例の機能，作用を説明する図。
【図３】本発明の他の実施例の構成を示す図。
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【図４】本発明の他の実施例の構成を示す図。
【図５】本実施例で用いる金属素材の例を示す図。
【図６】ＡｌＴｉ金属素材ＸＲＤ結果を示す図。
【図７】ＡｌＴｉ金属粒子ＸＲＤ結果を示す図。
【図８】ＡｌＴｉ金属粒子写真で示される図。
【図９】ＡｌＴｉ金属粒子ＸＲＤ結果を示す図。
【図１０】ＡｌＴｉ金属粒子ＳＥＭ、ＥＤＸ結果を示す図。
【図１１】ＥＤＸ面分析による分析結果を示す図。
【図１２】Ｔｉ金属粒子写真で示される図。
【図１３】Ｔｉ金属素材ＸＲＤ結果を示す図。
【図１４】Ｔｉ金属粒子ＸＲＤ結果を示す図。
【図１５】本発明の実施例のフローチャート図。
【符号の説明】
【００５９】
　１…金属素材、２…ガラス管（密閉容器）、３…ランプ、３Ａ…レーザ光源、４…集光
ミラー、５…加熱光、６…滴下金属粒子、１０…ランプ集光加熱手段、１０´…レーザ加
熱手段、１１…光加熱溶融滴下手段、１２…光加熱部分、１３…隣接する溶融金属保持部
分、２１…金属粒子収集部、２２…金属粒子冷却部、２３…金属粒子集積部、２４…製品
としての金属粒子、２９…貫通孔、１００…金属粒子製造装置。
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